対中輸出ビジネスの留意点　
～慎重な検討と準備を要する通関手続き、代金回収、契約書作成～
才特国際株式会社　代表取締役社長　城島　由佳
私は2003年来、日中間のビジネス（貿易・企業設立等）を専門にお手伝いしている関係で、両国間を頻繁に往来しています。そこで、近年の中国ビジネス環境を踏まえ、外国企業、特に日本企業にとって留意すべき事柄をご紹介したいと思います。

1.中国ビジネス環境
近年、中国政府は国内企業と外国企業の垣根をなくし、自由競争の市場を構築しようと外国企業に対する規制を緩和してきています。他方、中国市場でも、デジタルカメラ、
家電、化粧品等の消費財では日本製品に人気があります。環境や省エネ分野の技術・製品では、日本とドイツに関心が高いです。

ビジネスパートナーとしての中国企業をみてみると、まず外資系企業は対応が迅速で、信頼性がありますが、中国での客層・市場は限られるように思います。但し、中国本土の中国人が香港で容易に会社を設立できることから、これら企業と他の外資系企業とは区別すべきでしょう。

市場の9割を占めるとみられる民営の中小企業の多くは貿易権を持たず、直接貿易取引ができません。そのため、トラブル回避のため、貿易権を有しているか否かを必ず確認すべきでしょう。貿易権の有無は、営業許可書で貿易業を確認するか、外貨口座番号を照会することで、確認できます。貿易権がない場合、貿易権を有する貿易会社を介しての取引となります。

国営企業では、50万元以上の設備を調達する場合は入札となります。国営企業との人脈作りや意見交換のため、欧米企業は欧米への視察旅行に招待しています。こうした事前の活動が入札に反映されるように思います。

2.対中輸出の留意点
対中輸出ビジネスにおいて、通関手続きと代金回収についての留意点をご紹介します。

(1)通関手続き
(1)-1　原産地証明書の提出
中国の関税には、一般税率と最恵国待遇税率とがあります。日本からの輸入品は最恵国待遇税率が適用されます。この優遇関税率の適用を受けるには、輸入通関時に原産地証明書を提出する必要があります。この証明書の提出の遅れで、港に14日以上留め置かれると延滞金が発生します。

(1)-2　ＨＳコードの確認
中国の関税率表は世界共通の「Harmonized Commodity　Description and Coding System」に準じています。ＨＳコードの中分類６桁は世界共通ですが、税率の認定は税関窓口の担当官が行います。また、輸出入制度の変更(通達)は税関掲示板に張り出されることから、こうした制度変更の情報の入手やスムーズな通関手続きを行うためにも、税関窓口に頻繁に通うことをお勧めします。
⇒本項に関するコメント（長光）：「ＨＳコードの中分類６桁は世界共通ですが、税率の認定は税関窓口の担当官が行います。」この表現は誤解を招く恐れがあると考える。「税率の認定」のために、まず商品の分類が必要であるが、この分類基準は「世界共通」のHSコードの分類基準に基づいて行われる（HS条約第３条）。一部「開発途上国による部分的適用」（HS条約第４条）の例外がありうるが、これは分類における「号」の部分に限られている。なお、かかる部分的適用国はHS条約の締約発効日の後５年以内の完全な６桁統一分類の適用努力義務が課せられている。
つまり、ここでは「税率の認定はHSコードの分類基準に基づいて税関窓口の担当官が行います。」と表現すべきであろう。
なお、税関での情報収集や問合せには、言葉の問題解消や人脈形成の観点から、通関業務について一定の知識がある中国人スタッフの活用をお勧めします。

(1)-3　出荷の確認
船積みなしで船荷証券が出ることもありますので、必ず自分自身が現地で調査、確認することをお勧めします。その際、次の事項に十分注意してください。
A.税関向けの説明書類の準備
　船積み前に、税関への説明資料として仕様書、取扱説明書、操作マニュアル等を準備することです。これら資料は、税関がCIF価格のチェック際の資料となり、スムーズな通関手続きを行うためです。
B.輸出梱包のパッキングリスト
  解体して梱包する場合、梱包ごとに全部品の明細をパッキングリストに漏れなく記載することです。パッキングリストの記載漏れは、貨物受け入れ検査に支障が生じます。

(1)-4　輸入関税の計算方法
関税はCIF価格をベースとしています。FOBベースの輸入の場合、税関が独自に加算し、課税額を決定しています。前述しましたが、関税率の認定は税関窓口が行うので、必ず事前確認することをお勧めします。

なお、中国国内で販売する、しないに関わらず、輸入品は増値税（仕入税*1）の対象となり、CIF価格に関税を加算した額に課税され、増値税は17％（08年12月現在）です。

また、特定商品14項目（*2）は消費税の対象となり、項目により異なる税率が設定されています。

*1　増値税には仕入税と売上税とがあり、中国国内での仕入れ、販売に課税されるもので、基本的に税務局によって徴収されます。輸入品は仕入税の対象となり、税関によって徴収されます。輸出品は売上税の対象外です。
*2　特定商品14項目とは、煙草、酒・アルコール類、化粧品、貴金属アクセサリー類・真珠・宝石、爆竹・花火、ガソリン、自動車タイヤ、オートバイ、小型自動車、ゴルフボール・用具類、高級時計、ヨット、木製割り箸、ソリッドウッド床板。

(2)代金回収
(2)-1　分割払い
中国での決済方法は一般に、契約時１/3、出荷時1/3、入荷時1/3の3分割払いです。L/Cの欄には、これらのことが記載されていますので、注意が必要です。一括支払いを求める場合、中国側との交渉、合意が必要です。私の経験では、中国側はいろいろな理由をつけてくるため、かなり上手に対応しても、10％の代金は回収できないと思った方がよいでしょう。
また、外貨管理規制の強化（匯発［2008］56 号通達）により、大型プラント設備を除き前払い限度額は原則、輸入企業の直近12ヵ月の外貨支払い実績額の10％以内と規定されています。そのため、契約どおりの支払いができない事例も発生しています。

(2)-2　貿易権のない会社の海外送金
貿易権のない会社は外貨口座を持てないことから、代金支払いは、貿易権を有する中国企業を通して、海外送金することになります。

(2)-3　外貨を持ってない企業の海外送金
輸入代金支払いための外貨交換には、税関と銀行による貨物通関の認定を受ける必要があります。なお、契約書に前払い条項があれば、貨物通関の認定がなくとも、前金の外貨交換は可能です。

3.対中ビジネスの留意点
(1)中国輸出規制の事前確認
中国の輸出規制も頻繁に変更されています。委託加工等による中国からの輸出品については、事前に輸出規制に抵触するか否かを確認する必要があります。規制に抵触した場合、処分するにもコストが掛かります。制度変更に関わる諸手続きの変更は前述のとおり、税関掲示板を常時チェックすることが重要です。

(2)契約書の言語
中国語と日本語には、微妙なニュアンスの違いがあります。例えば、契約書作成に当たっては、両方の言語で契約内容を徹底的に照合することが重要です。あるいは、公平を期すため、英語による契約書作成も得策だと思います。大型機械の取引では、英文契約書を採用することが多いです。

(3)銀行の選択
中国では、これまで中国銀行、中国工商銀行、中国農業銀行、中国建設銀行を“国有四大銀行”あるいは“四大商業銀行”と呼んできました。中国郵政儲蓄銀行の登場で、中国の金融業界は“五大商業銀行体制”となりました。取引には、これら五大銀行のL/Cを使うのが一般的です。日本側からL/C発行の銀行を指定することも得策だと思います。

(4)契約交渉は慌てず、焦らず、根気よくどんな場合でも慌てず、焦らず、根気よく、契約交渉することが重要です。

(5)ウィーン売買条約による影響
日本では、2009年8月1日によりウィーン売買条約（*3）が発効されます。同条約の第3部第39条で、商品の保証期間を2年と定めています。契約書に保証期間の明記がなければ、自動的に2年保証となります。そのため、日本でこれまで一般的な国際売買契約で適用されていたクレーム提起ができる期間は、商品の引渡しから1年間が2年間に変更されます。
中国の場合、操作説明書をよく読まないこともあり、操作ミスによる破損がありえます。また、2年近く使用した上で、故意的にクレームを提起する問題も増えると予想されます。売り主は十分注意する必要があります。
⇒本項に関するコメント（長光）：「契約書に保証期間の明記がなければ、自動的に2年保証となります。」というのは誤りで、ウィーン売買条約による２年間というのはクレーム提起の絶対的期限のことで、すなわちウィーン売買条約によるクレーム提起の絶対的期限は買主が商品を受取ったときから２年間（第３９条２項）であるが、「物品の不具合（不適合）を発見した時または発見すべきであった時から合理的な期間内に、かかる不具合（不適合）の通知を怠った場合、クレーム提起による買主の救済手段（損害賠償、欠陥の治癒、契約の無効宣言、代金減額）についての権利を失うと共に不適格商品を受け入れ代金を支払わねばならない」と定めている（第３９条１項）。つまり買主のクレーム提起は不適合発見時から２年を超えてはならないが、２年内における合理的な期間内にクレーム提起をしなければならないということである。

また、「日本でこれまで一般的な国際売買契約で適用されていたクレーム提起ができる期間は、商品の引渡しから1年間」というのは根拠がない。因みに日本国における瑕疵担保責任の除斥期間は民法では１年であるが商法では６ヶ月である。


*3　ウィーン売買条約の概要（ジェトロ貿易・投資相談Q&Aより）
　　　http://www.jetro.go.jp/world/japan/qa/import_11/04A-010709
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